
【個表１】
項目:医療に要する費用及び財政の見通し

【財政安定化基金（本体基金）推移(単位:億円)】
R2

0
9

41

R4
16
24
54

0
32

R3
12
17
46

年度
取崩
積立
残高

【評価基準の達成状況】
　H30、R1年度に赤字のため取り崩した本体基金約50億円は、
市町村からの納付金により順調に再積立を行っている途上にあ
り、令和5年度中に積立が完了する予定である。R2年度にコロ
ナの影響で減少した医療費がR3年度から増加に転じ、引き続き
伸びが見込まれたことから、R4年度は、本体基金約16億円を取
り崩したところ。
　R4年度末では本体基金残高は約54億円あり、これまでの基金
取り崩しの実績から勘案し、今後取り崩しが発生した場合にも
十分対応可能なものと考えている。
　最終的にR4年度決算は、約32億円の決算剰余金が発生した
が、これから国庫返納金等約24億円をR5年度中に返還し、本体
基金の取崩のうち過大となった分約7億円をR5年度末に積み戻
すことから、最終的な剰余金は約7千万円となった。
○R4年度決算
　　歳入　                              496,332,761千円
　　歳出　　　　　　　　　　   493,066,945千円
　　差引　    　　　　　　　　     3,265,816千円
　　　　　　　　　　　　　　　（決算歳入額の0.7%）
　　　差引のうち国等への返還金   2,457,327千円
　　　　　　〃本体基金へ積戻し      729,629千円
　　   最終的な剰余金　　　　          78,860千円

　R5年度の当初予算においては、新型コロナウイルスの影響による受診控えが収束し、それ以前の状況に戻
ることを想定した医療費推計をベースに、収支バランスがとれるように配慮した。
　今後においても、前年度の収支不足又は剰余金の要因を分析し、医療費の適確な推計に努め適切に予算編成
を行う。
　また、市町村基金の保有額の目安についても、市町村連携会議の場を通じ、推計で行う納付金算定と保険料
収納額の実績との差額を参考に議論を進めており、今後とも市町村の意見を伺いながら検討を進める。
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進捗管理方法

１　当年度
　・毎月の歳入（公費・納付金等）・歳出（保険給付費等）額を財務会計システムで確認
２　次年度
　・前年度の決算における収支不足又は剰余金の要因を分析
　・市町村基金の保有額の目安について、市町村と引き続き検討

Check（評価）・Action（改善策）
令和4年度の取組における自己点検（評価） 今後の方向性 運営協議会における評価（意見）

財政収支の改善と均衡
（第２章 第２節）

　北海道国民健康保険特別会計においては、市町村の事業運営の健全化を念頭に、繰越金や黒字幅を必要以
上に確保することのないよう、道内国保全体の財政状況バランスを見極めながら運営する

・　各市町村の毎月の医療費の所要額を把握し、道から保険給付費等
   交付金の支払、国庫支出金や納付金等の受入
・   保険給付費の支払に不足が生じないよう、最終補正予算案で財政
   安定化基金からの取り崩し
・   前年度決算を分析し、次年度の予算編成に反映

通年実施

予算計上(R5.3)

R4.10～

評価基準
　・必要最低限の繰越金額となる予算・決算
　・収支バランスを適切に見極め、基金の活用を最小限にする道の国保会計の運営

資料２－２

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等
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【個表２】
項目:医療に要する費用及び財政の見通し

・１市町村

・１市町村

・４市町村

・計画策定市町村数の推移 H㉙23 H㉚25 R①21 R②17 R③15 R④12

2 市町村(R③1＋R④1)
4 市町村

 ・計画未満の赤字削減市町村 1 市町村
 ・赤字増加市町村 5 市町村
    (赤字増加等の理由:保険料引上げの未実施等による)

              H㉙26.2億円 H㉚26.7億円 R①23.5億円
              R②21.3億円 R③20.2億円 R④18.7億円

【参考３】決算上の赤字額 3.7億円(R3年度末)

適切に助言を行った。

【評価基準の達成状況】
・R3年度分実施状況報告書の提出 14 市町村(全市町村提出)

・R4年度末における赤字削減計画の策定 12 市町村(全市町村策定)

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等

進捗管理方法
 ・市町村の国保特別会計決算及び実施状況報告書により赤字の状況を把握
 ・年度途中については、個別の助言の機会などを通じて計画に対する取組状況などを把握
  【目標】決算補填等目的の法定外一般会計繰入が必要な赤字を生じている市町村:R12年度 ０市町村

 ・計画以上の赤字削減市町村

【参考２】計画策定市町村における計画策定時の赤字額

Check（評価）・Action（改善策）
令和4年度の取組における自己点検（評価） 今後の方向性 運営協議会における評価（意見）

 計画策定市町村の赤字状況や、赤字削減・解消計画に係る取組状況を把握し

【参考１】R4計画策定12市町村の状況
 ・新規計画策定及び計画第1年次市町村

※R3報告書提出14市町村＝R③計画策定15市町村－提出対象外(R③新規1市町村)

※R③計画策定15市町村－赤字解消4市町村＋R④新規1市町村

 赤字解消計画策定市町村に対しては、実施状況報告書などにより赤字解消に向けた取組の進捗状況等を把握
し、引き続き赤字解消に向けた必要な助言を実施する
 新たに赤字解消計画の策定が必要となる市町村に対しては、赤字削減に向けた取組や目標年次の設定など個別
計画策定への必要な助言を実施する

赤字の解消・削減
（第２章 第３節）

 道は市町村と十分に協議を行い、赤字削減・解消の取組や目標年次等の設定について助言する。
 また、短期間での赤字の解消が困難な市町村は、６年以内を基本とした計画を策定し、段階的な
赤字の解消に取り組む（６年以内に解消が困難な場合は、市町村の実情に応じて設定） ・   新たに「赤字削減・解消計画」の策定が見込まれる市町村

   に対して、計画策定に向けた取組や目標年次の設定などの助
   言を実施。

・  計画変更の検討が必要となった市町村について、目標年次
   の設定などの助言を実施し変更計画を策定

評価基準
 ・決算補填等目的の法定外一般会計繰入等を行っている全ての市町村における、削減の目標年次及び削減予定額を定めた個別の計画作成
 ・上記の個別計画に係る年次別の実施状況報告書（赤字削減額・削減割合等の実施状況の詳細や今後の取組を記載）の作成

・  「赤字削減・解消計画」を策定した市町村に対して、赤字
    解消に 向けた取組の進捗状況などを把握

・  赤字が解消された市町村の状況把握

[計画策定市町村:R④12]

・延べ31市町村(H㉙23市町村 H㉚2市町村
R①2市町村 R②2市町村 R③1市町村 R④1市町村)

              R4.9～
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【個表３】

項目:保険料（税）関係

・賦課限度額を法定額に合わせる市町村数
　《R4:172市町村》(R3比同)
・資産割を廃止した市町村数
　《R4:112市町村》(R3比+10市町村)

　賦課限度額の統一、資産割廃止、賦課割合の平準化に向けての市町村のスケジュール把握及びこれに向けた取組に対す
る助言を行っていく。特に令和８年度までを経過期間としている資産割の廃止に向け、市町村に対し急激な保険料(税)の
上昇が起こらないよう、計画的に廃止を進めるよう市町村に働きかけるとともに、意見交換を通じ統一保険料率の実現に
向けての課題把握に努める。

進捗管理方法
・　保険料水準の統一までの間の、納付金算定における激変緩和措置の計画的な実施
・　賦課限度額の統一、資産割廃止、賦課割合の平準化に向けての市町村のスケジュール把握及びこれに向けた取組に対する助言

Check（評価）・Action（改善策）
令和4年度の取組における自己点検（評価） 今後の方向性 運営協議会における評価（意見）

保険料水準の統一
（第３章 第3節）

１　小規模市町村における保険料（税）負担増加のリスクを軽減するとともに、負担の公平化を
　進めるため、納付金算定上、令和６年度に市町村間の医療費水準の差を反映させない（α＝0）
　ことをもって保険料水準の統一とする
２　保険料水準を統一し、安定的な国保運営のための取組が市町村間で平準化し、全市町村の
　標準保険料率が同一となることをもって保険料（税）率の統一（統一保険料率）と定義し、
　令和12年度を目途に統一保険料率を目指す
３　統一保険料率における賦課方式は、市町村標準保険料率に用いている所得割・均等割・平等
　割の3方式に統一し、資産割を賦課している市町村は、将来に向け資産割の廃止が必要となるが、
　これにより被保険者の保険料（税）負担に急激な影響があることも想定されるため、令和8年
　度までを経過措置期間として設定
4  　統一保険料率となった際に生じる、被保険者負担の激変を緩和するために、今後、道が示
　す市町村標準保険料率算定の基礎となった応能割額の割合と応益割額の割合を段階的に合
　わせる。

１　保険料水準の統一に向けた具体的な進め方について市町村と協議

２　統一保険料などに向けた具体的な進め方について市町村と協議
　

３　資産割廃止に向けた取組への助言

４　市町村標準保険料率賦課割合へ市町村の賦課割合を近づける
　取組への助言

市町村連携会議4回開催
(R4.5、R4.8、R4.11、R5.3)

同上

資産割のある市町村と
意見交換(R4.7～12、
18市町村)

国保連合会と連携し「保険料(税)
賦課支援事業」による市町村支援
(R4.7～12、51市町村)

評価基準
・　賦課限度額を法定額に合わせた市町村数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【目標】R12＝179市町村
・　資産割を廃止した市町村数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【目標】R8=179市町村

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等
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【個表４】
項目:保険料（税）関係

進捗管理方法 ・目標収納率に達していない市町村の中から収納率向上アドバイザー事業を実施する市町村を選定し、収納率向上対策の助言を行う。

令和4年度の取組における自己点検（評価）
＜いずれもR4速報値＞
※目標収納率に満たない市町村数
①被保険者数５千人未満　　　　　34/148(前年比△2)
②被保険者数５千人～１万人未満     5/14  (前年比△1)
③被保険者数１万人～２万人未満     1/6    (前年比+1)
④被保険者数２万人以上　　　　     2/9    (前年同)

・全道平均収納率:96.04%(前年比+0.08ポイント)
・道内最高収納率:100.00%(前年同)
・道内最低収納率:91.99%(前年比△0.03ポイント)

Check（評価）・Action（改善策）

　全道平均収納率は上昇傾向にある一方で、目標収納率の満たない市町村は42市町村あった。これらの市町村に対しては、収
納率向上アドバイザー事業を活用し、収納率の底上げを図る。収納事務の標準化を進めるため、R3.11に策定した収納事務対
策ガイドラインについては、R6運営方針の改定に合わせての見直し作業を収納率向上対策WGで進める。

今後の方向性 運営協議会における評価（意見）

保険料（税）収納率の向上
（第４章 第２節）

１　先進事例を参考にした収納事務の年間スケジュールの作成
２　短期被保険者証・資格証明書の交付基準等の作成
３　滞納処分の実施基準等の作成

４　コンビニ収納等の収納環境の整備やコールセンターの活用等による収納体制の強化などの市町村の
　取組を支援

５　市町村職員を対象とした収納率向上に資する研修を実施

６　収納率が低い市町村を対象とした、現状の課題分析や改善の方向性を協議・助言等を行う収納率
　向上アドバイザー事業を実施

①　収納率向上対策チーム【推進事項１・２・３・６関連】
　　収納率向上に実績を有する８市町の収納担当課⾧等で構成
　   ○ 収納事務の標準的なあり方を検討・協議
　
②　コンビニ収納等及びコールセンターの活用等に取り組む市町村に対し、
　道2号交付金により財政支援【推進事項４関連】
　
③　研修会の開催【推進事項５関連】
　
④　収納率向上アドバイザー事業の実施【推進事項6関連】
　　○  厚労省国民健康保険料(税)収納率向上アドバイザーが目標収納率に
　　　達していない市町村に具体的な収納率向上対策を助言

6回
収納事務対策ガイドラインの見直
し作業を継続

R5.3

R4.10(WEB実施)

6市町(R4.8～10、WEB実施)

評価基準

・市町村保険者の収納率が道内の規模別目標収納率を達成
　 ＜参考＞
　[道内市町村保険者の規模別内訳、目標収納率＝各規模別平均収納率、(注)大雪広域連合については構成３町をまとめて１市町村としてカウント]
　　①被保険者数５千人未満　　　　 （目標収納率:96.9%）:              148市町村
　　②被保険者数５千人～１万人未満 （目標収納率:96.1%）:               14市町村
　   ③被保険者数１万人～２万人未満 （目標収納率:95.8%）:               ６ 市町村
      ④被保険者数２万人以上　　　　 （目標収納率:94.0%）:               ９ 市町村
　[収納率の推移]
　　H30年度全道平均収納率　:　95.16％（全国4位）⇒　R３年度　95.96％(全国8位)    ⇒　R４年度　96.04%(速報値)
　　　　　　　　　全国平均　:　92.85％　　　　　  ⇒　　　　　　94.24%　　　　    ⇒             (全国平均は集計中)
　　H30年度道内最高収納率　:　100%　　　　　　 ⇒　　　　　　 100％ 　　　　　　⇒　　　　　　 100％
　　　　　　　　最低収納率　:　89.83%　　　　　 ⇒　　　　　　92.02％　　　　　　⇒　　　　　 91.99％

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等
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【個表５】
項目:医療費適正化関係

【評価基準の達成状況】
※未公表資料（法定報告速報値）
○全道における特定健康診査の受診率
　R4年度　　　29.7％（前年度比　＋1.8ポイント）
　　　　　（最高市町村　71.2％、最低市町村　15.8％）
　・　新型コロナウイルス感染症に係る行動制限がなくなったことにより、
　  受診率が回復した。

○全道における特定保健指導の実施率
　R4年度　　　36.0％（前年度比　＋2.6ポイント）
　　　　　（最高市町村　100％、最低市町村　0％）
【参考】
・特定健康診査の受診率
　R2年度               　　全国平均:33.7％、北海道:27.0％（全国44位）
　R3年度               　　全国平均:36.4％、北海道:27.9％（全国47位）
・特定保健指導の実施率
   R2年度               　　全国平均:27.9％、北海道:33.8％（全国22位）
   R3年度               　　全国平均:27.9％、北海道:33.4％（全国22位）

　特定健康診査については、依然として全国平均を下回っていることから、今後も上記の取組内容を引き続き実施していくととも
に、特に、特定健診実施率向上対策事業において、事業の実施による効果を調査・検証を行い、当該結果を踏まえ、次年度以降の事
業に反映していく。
　また、未受診の方に通院中の方が多いことに着目し、既に医療機関を受診している方の検査データを特定健診の受診データとして
活用する、いわゆる「みなし健診」の取組について、道が、Ｒ２年度からＲ４年度までモデル的に事業を実施、全道的な取組につな
がるスキームの構築を行った。今年度からは北海道国保連合会が市町村及び協力医療機関の申請先となり、データ受領事業（みなし
健診事業）の本運用を開始したところであり、全道展開を進めていく。

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等

特定健康診査受診率、特定
保健指導実施率向上
（第６章 第２節 １）

１　先進的な事例の収集及び情報提供

２　被保険者に対する広報・普及啓発等

３　市町村に対する助言及び支援

４　個人の予防・健康づくりに向けた自主的な取組、インセンティブの提供
５　関係団体との連携

1　   特定健診等の実施率、取組内容の調査好事例を市町村へ
　 情報提供
2-1    特定健診実施率向上対策事業
　　   調剤薬局を通じて、特定健診の受診対象者に対して
      勧奨を実施
2-2　 国保医療課ホームページへの特定健診受診案内の掲載
3-1　北海道厚生局と連携し、市町村に対する助言を実施
3-2   道独自に市町村に対する助言を実施
4　   市町村が行う健康マイレージ事業への道２号繰入金
     による支援
5　   保険者協議会において、医師会等の関係団体と情報共有

1　R5.5

2-1   R4.11～R5.2

2-2　通年
3-1   12保険者（R4.6～12）
3-2   71保険者（R4.6～12）

4　   34保険者
　　　3,476千円（R5.3）
5　   保険者協議会4回開催
     (R4.5、R4.7、R5.2、R5.3)

評価基準
　・全道における特定健康診査の受診率　:　H29年度　28.1％　⇒　R5年度　60％　　（参考）R3年度　27.9％
　・全道における特定保健指導の実施率　:　H29年度　33.5％　⇒　R5年度　60％　　            R3年度　33.4％

進捗管理方法
　・国保連合会から情報提供される保険者別のデータを用いて管理
　・市町村が行う健康マイレージ事業の取組は、保険者努力支援制度の申請状況により把握

Check（評価）・Action（改善策）
令和4年度の取組における自己点検（評価） 今後の方向性 運営協議会における評価（意見）
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【個表６】
項目:医療費適正化関係

進捗管理方法 　・毎年度、市町村の策定状況について調査を実施し、進捗状況を確認する。

Check（評価）・Action（改善策）
令和4年度の取組における自己点検（評価） 今後の方向性 運営協議会における評価（意見）

【評価基準の達成状況】
・ 全道における市町村の取組状況
  R4年度 92.2%（前年対比+3.4%(前年対比+6市町村)）
・ アドバイザー派遣事業や研修会等において、保健所職員に対し市町
 村の取組推進支援のための人材育成を実施した。

 引き続き保健所職員における人材育成を行うとともに、糖尿病性腎症重症化予防プログラムを展開するための道内医療従事
者への研修も実施する。

生活習慣病対策の充実
（第６章 第２節 ３）

３ 三次予防対策
         市町村における取組が円滑に実施できるよう「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を策定すると
  ともに、市町村の取組状況を情報共有したり、医師会等関係団体とも連携するなど、市町村の取組に
  対する協力体制を構築する

 市町村の取組状況を道医師会や北海道糖尿病対策推進会議と
情報共有・市町村への支援依頼
 ※市町村取組状況調査

  糖尿病対策推進促進セミナーの開催

R4.12.13

165/179市町村
(92.2%)

R4.7.11

評価基準
　・糖尿病性腎症重症化予防の取組実施市町村の割合　:　H30年度　69.3%　⇒　R5年度　80％

                                                                                                               （参考）R3年度 88.8%

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等
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【個表７】
項目:医療費適正化関係

Check（評価）・Action（改善策）

進捗管理方法
　・市町村の数量シェアは、国保連から提供されるデータにより定期的に進捗を把握
　・後発医薬品差額通知は、毎年度、保険者努力支援制度の申請状況により把握

令和4年度の取組における自己点検（評価）
【評価基準の達成状況】
①市町村の数量シェア（R5.3月）
　83.5%（前年対比　＋1.3ポイント）
②後発医薬品差額通知（R4実績）
　173/179市町村（前年対比　+1市町村）

今後の方向性 運営協議会における評価（意見）
　後発医薬品の数量シェアは令和２年３月時点で目標に達しているものの、差額通知実施市町村数は前年度から微増。
今後も差額通知未実施市町村への助言の実施や保険者協議会を活用した情報共有を図るなど、目標達成に向けて後発医
薬品の使用促進に取り組む。

後発医薬品の使用促進
（第６章 第２節 ８）

１　道においては、国の目標達成に向けた取組を推進するため、北海道国保連合会と連携し、後発
　医薬品の数量シェアを把握し、市町村に対し定期的に情報提供する取組を行うとともに、後発医
　薬品差額通知が未実施である市町村に対しては、進まない理由を確認するなど、実施に向けて必
　要な助言を行い、後発医薬品の使用促進に重点的に取り組む

２　道においては、後発医薬品の普及について、医療関係者等から理解を得られるよう関係団体と
　緊密に連携して取り組む

１・　国保連合会から市町村へ、数量シェアの状況を毎月メールに
　　より情報提供
　・　差額通知未実施の市町村には、実施に向けた助言
　・　差額通知の実施状況

２・　後発医薬品安心使用協議会の開催（年１回）

１・179市町村
　
   ・随時
　・173/179市町村

2 ・R4年度未実施
※新型コロナ感染拡大に
よる

評価基準

　①市町村の数量シェア　　　　　　　　　　　　　:　H29年度　　　　　　 　　　　73％　⇒　Ｒ４年度　　　80％以上
　②後発医薬品差額通知の実施　　　　　　　　　　:　H30年度　　　　　145/179市町村　⇒　Ｒ４年度　　　179/179市町村

（参考）
　　①R4.3市町村数量シェア:82.2%、②R3差額通知実施市町村:172市町村

Plan（計画） Do（実施）
目標 内容（道の推進事項） 取組内容 時期等
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